様式第１号（第１条の３関係）
年　　月　　日　　
　　　岩手県知事　様

申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
員外貸付限度特例指定申請書員外貸付限度特例指定申請書
　　農業協同組合法第10条第18項の規定による指定を受けたいので、関係書類を添えて、申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　理由書
　　(２)　直近の５事業年度分の業務報告書
　　(３)　直近の５事業年度分の勘定科目別に件数及び金額を記載した固定化債権一覧表
　　(４)　申請時の機構、職制及び職務権限に関する規程の謄本又は抄本
（Ａ４）　　


様式第１号の２（第１条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業規程設定承認申請書信用事業規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条第１項の規定により、関係書類を添えて、信用事業規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　信用事業規程の謄本
　　(２)　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　(３)　定款抄本
　　(４)　信用事業方法書を定めている組合にあっては、当該信用事業方法書の謄本及び当該信用事業方法書を決議した理事会の議事録の謄本又は抄本
　　(５)　内国為替取引の事業を新たに行う組合にあっては、次に掲げる書類
　　　ア　内国為替取引を行う事務所における信用事業に関する事業の分掌、職制及び職務権限を記載した書類
　　　イ　直近の貸借対照表及び損益計算書
　　　ウ　内国為替取引に係る手数料の実行予定額を記載した書類
　　　エ　内国為替取引を実施することについての岩手県信用農業協同組合連合会及び農林中央金庫の承諾書（事務所別のもの）
　　　オ　岩手県信用農業協同組合連合会による事務補完により内国為替取引を行おうとする組合にあっては、岩手県信用農業協同組合連合会との間の内国為替取引の事務補完に係る契約書の写し
（Ａ４）　　



様式第１号の３（第１条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業規程変更承認申請書信用事業規程変更承認申請書
　　農業協同組合法第11条第３項の規定により、関係書類を添えて、信用事業規程の変更の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　(２)　変更理由書
　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　(４)　信用事業方法書を定めている組合にあっては、当該信用事業方法書の謄本及び当該信用事業方法書を決議した理事会の議事録の謄本又は抄本
　　(５)　内国為替取引の事業を行っている組合が、当該事業を行う事務所の新設を行う場合にあっては、次に掲げる書類
　　　ア　内国為替取引を行う事務所における信用事業に関する事務の分掌、職制及び職務権限を記載した書類
　　　イ　内国為替取引に係る手数料の実行予定額を記載した書類
　　　ウ　岩手県信用農業協同組合連合会による事務補完により内国為替取引を行おうとする組合にあっては、岩手県信用農業協同組合連合会との間の内国為替取引の事務補完に係る契約書の写し
（Ａ４）　　



様式第１号の４（第１条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業規程廃止承認申請書信用事業規程廃止承認申請書
　　農業協同組合法第11条第３項の規定により、関係書類を添えて、信用事業規程の廃止の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。ただし、合併により解散する組合が申請する場合にあっては、(３)、(４)及び(６)の添付書類は、添付を要しません。
　　(１)　廃止理由書
　　(２)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　(３)　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　(４)　直近の合計残高試算表
　　(５)　申請時の貸付金及び借入金の処理計画
　　(６)　信用事業廃止後の事業計画書
（Ａ４）　　



様式第１号の５（第１条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業規程変更届信用事業規程変更届
　　農業協同組合法第11条第４項の規定により、信用事業規程を変更したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　(２)　変更理由書
　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　


様式第１号の６（第１条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業方法書制定（変更、廃止）届
　　農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令第７条第２項に規定する信用事業方法書を制定（変更、廃止）したので、農業協同組合法施行細則第１条の４第５項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　制定又は廃止をした場合
　　　ア　その全文を記載した書類
　　　イ　理由書
　　　ウ　理事会の議事録の謄本又は抄本
　　(２)　変更した場合
　　　ア　変更に係る新旧条文の抄本
　　　イ　変更理由書
　　　ウ　理事会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　　


様式第１号の７（第１条の５関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用供与等限度額超過承認申請書
　　農業協同組合法第11条の８第１項ただし書の規定により、関係書類を添えて、信用供与等限度額の超過の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　理由書
　　(２)　信用の供与等を受ける者の事業概要及び資金計画を記載した書類
　　(３)　直近の貸借対照表及び損益計算書
（Ａ４）　　



様式第１号の８（第１条の５関係）
信用供与等限度額超過内訳表信用供与等限度額超過内訳表
　１　同一人の信用供与等限度額　　　　　千円（計算式：自己資本額（　　　）千円×農業協同組合法施行令第10条第８項で定める率（25／100）＝（　　　）千円）
　２　信用供与等限度額を超過する者の内訳
	債務者名
	既貸付等の額
Ａ
	新 規 貸 付 け 等 の 額
	控除額
Ｃ
	信用供与等額
Ａ＋Ｂ－Ｃ

	氏名又は名称
	職業
	
	貸付額
	手　形割　引
	債　務保証額
	その他
	小　計　　Ｂ
	
	

	
	
	千円
	千円
	千円
	千円
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	千円
	千円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　備考１　債務者ごとに、農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令（平成５年大蔵省・農林水産省令第１号）第17条に定める信用供与等の額から控除する額を項目別に記載した一覧表を添付してください。
　　　２　新規貸付け等の額の「その他」の欄には、農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令第16条第４項に規定する信用供与等の額を記載してください。
（Ａ４）　　


様式第２号（第２条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
共済規程設定承認申請書共済規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の17第１項の規定により、関係書類を添えて、共済規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　共済規程の謄本
　　２　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　３　定款抄本
　　４　共済事業計画の概要
　　５　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　６　再共済の引受けに関する基本契約書案
（Ａ４）　　


様式第２号の２（第２条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
共済規程変更承認申請書共済規程変更承認申請書
　　農業協同組合法第11条の17第３項の規定により、関係書類を添えて、共済規程の変更の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更に係る新旧条文の抄本
　　２　変更理由書
　　３　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本（農業協同組合法第44条第５項の規定により定款で総会の決議を要しないものと定められた共済規程の変更に係る申請の場合にあっては、理事会の議事録の謄本又は抄本）
（Ａ４）　　



様式第３号（第２条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
共済規程廃止承認申請書共済規程廃止承認申請書
　　農業協同組合法第11条の17第３項の規定により、関係書類を添えて、共済規程の廃止の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。ただし、合併により解散する農業協同組合が申請する場合にあっては、３及び４の書類は、添付を要しません。
　　１　廃止理由書
　　２　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　３　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　４　最近の合計残高試算表
　　５　申請時の共済契約保有高及びその処理計画
（Ａ４）　　



様式第３号の２（第２条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
共済規程変更届共済規程変更届
　　農業協同組合法第11条の17第４項の規定により、共済規程を変更したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　(２)　変更理由書
　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　　


様式第４号（第４条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信託規定設定承認申請書信託規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の42第１項の規定により、関係書類を添えて、信託規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　信託規程の謄本
　　２　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　３　定款抄本
　　４　信託事業計画の概要
　　５　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
（Ａ４）　　



様式第５号（第４条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信託規定変更承認申請書信託規程変更承認申請書
　　農業協同組合法第11条の42第３項の規定により、関係書類を添えて、信託規程の変更の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更に係る新旧条文の抄本
　　２　変更理由書
　　３　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　４　前年度の信託事業実績書及び申請時の信託契約保有高
　　５　信託事業計画書
（Ａ４）　　



様式第６号（第４条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信託規程変更（廃止）届
　　農業協同組合法第11条の42第４項の規定により、信託規程を変更（廃止）したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更をした場合
　　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　　(２)　変更理由書
　　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　２　廃止をした場合
　　　(１)　廃止理由書
　　　(２)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　　



様式第７号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様

　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　申立者　住　所　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、主たる事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　務所の所在地及び名称並び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に代表者の氏名


信託法に基づく申立書

農業協同組合法第11条の45の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申し立てます（申請します）。信託法第　条第　項（同法第　条第　項において準用する場合を含む。）　　　　　　の申立て（請求）

　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　理由書　　
２　信託行為の内容を示す書類
３　信託財産に係る登記事項証明書
４　申立人が利害関係人であるときは、これを証する書類
５　その他参考となるべき事項を記載した書類

（Ａ４）　　


様式第11号（第８条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
宅地等供給事業実施規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の48第１項の規定により、関係書類を添えて、宅地等供給事業実施規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　宅地等供給事業実施規程の謄本
　　２　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　３　定款抄本
　　４　宅地等供給事業計画の概要
　　５　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
（Ａ４）　　



様式第12号（第８条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
宅地等供給事業実施規程変更承認申請書
　　農業協同組合法第11条の48第３項の規定により、関係書類を添えて、宅地等供給事業実施規程の変更の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更に係る新旧条文の抄本
　　２　変更理由書
　　３　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　４　前年度の宅地等供給事業実績書
　　５　宅地等供給事業計画書
（Ａ４）　　



様式第13号（第８条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
宅地等供給事業実施規程変更（廃止）届
　　農業協同組合法第11条の48第４項の規定により、宅地等供給事業実施規程を変更（廃止）したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更をした場合
　　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　　(２)　変更理由書
　　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　２　廃止をした場合
　　　(１)　廃止理由書
　　　(２)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本

（Ａ４）　　



様式第14号（第８条の２関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農業経営規程設定承認申請書農業経営規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の51第１項の規定により、関係書類を添えて、農業経営規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　農業経営規程の謄本
　　(２)　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　(３)　定款抄本
　　(４)　農業経営計画の概要
　　(５)　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　(６)　常時従事する組合員又は組合員と同一の世帯に属する者が３分の１以上であることを証する書類
　　(７)　組合員の総数が、1,200人以下の場合にあっては正組合員の３分の２以上の同意を得たことを証する書類及び正組合員の書面同意書の謄本、1,200人を超える場合にあっては農業協同組合法第11条の50第７項の規定による公告又は通知をしたこと及び同条第８項の規定による反対の意思の通知がなかったことを証する書類
　　　（Ａ４）　　



様式第15号（第８条の２関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農業経営規程変更承認申請書農業経営規程変更承認申請書
　　農業協同組合法第11条の51第３項の規定により、関係書類を添えて、農業経営規程の変更の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　(２)　変更理由書
　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　(４)　農業経営の種類を変更する場合にあっては、農業経営計画の概要
（Ａ４）　　



様式第16号（第８条の２関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農業経営規程変更（廃止）届
　　農業協同組合法第11条の51第４項の規定により、農業経営規程を変更（廃止）したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更をした場合
　　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　　(２)　変更理由書
　　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　２　廃止をした場合
　　　(１)　廃止理由書
　　　(２)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　　



様式第18号（第９条関係）
年　　月　　日　　
　　　　広域振興局長　様

組合の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
組合の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
組　合　員（利害関係人）　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
一時理事（監事）の職務を行うべき者選任（役員選挙（選任）総会招集）請求書
　　農業協同組合法第40条第１項の規定により、一時理事（監事）の職務を行うべき者の選任（役員を選挙（選任）するための総会招集）を請求します。
　１　役員の職務を行う者がなくなった年月日及びその理由
　２　遅滞により損害を生ずるおそれのある事項及びその理由
　３　請求者と組合との関係（請求者が組合員である場合にあっては、不要）
　備考　請求者が多数の場合にあっては、請求者の氏名の下に「ほか　人」と記載し、請求事項を明記して請求者が署名した請求者名簿を添付する方法によることができます。
（Ａ４）　　



様式第18号の２（第９条関係）
年　　月　　日　　
　　　　　広域振興局長　様

組合の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
組合の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
組　合　員（利害関係人）　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
一時代表理事の職務を行うべき者選任請求書
　　農業協同組合法第40条第３項の規定により、一時代表理事の職務を行うべき者の選任を請求します。
　１　役員の職務を行う者がなくなった年月日及びその理由
　２　遅滞により損害を生ずるおそれのある事項及びその理由
　３　請求者と組合との関係（請求者が組合員である場合にあっては、不要）
　備考　請求者が多数の場合にあっては、請求者の氏名の下に「ほか　人」と記載し、請求事項を明記して請求者が署名した請求者名簿を添付する方法によることができます。
（Ａ４）　　



様式第19号（第10条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
定款変更認可申請書定款変更認可申請書
　　農業協同組合法第44条第２項の規定により、関係書類を添えて、定款の変更の認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　変更に係る新旧条文の抄本
　　２　変更理由書
　　３　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
　　４　出資１口の金額が減額となる場合にあっては、農業協同組合法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類並びに同項又は同条第３項及び同法第50条第２項の規定による手続を終了したことを証する書類
　　５　出資１口の金額が増額となる場合にあっては、当該増額について、組合員全員の同意を得たことを証する書類
　　６　出資最低持口数が引き上げられることとなる場合にあっては、当該引上げについて、その出資持口数が引上げ後の出資最低持口数に達しない組合員全員の同意を得たことを証する書類
　　７　非出資組合を出資組合に変更する場合にあっては、組合員全員が出資を引き受けることを証する書類
　　８　信用事業の全部の譲渡並びに共済事業の全部の譲渡及び共済契約の全部の移転の場合にあっては、農業協同組合法第50条の２第５項及び第50条の４第４項の規定において準用する同法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類並びに同項又は同条第３項及び同法第50条第２項の規定による手続を終了したことを証する書類
（Ａ４）　　



様式第19号の２（第10条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
定款変更届定款変更届
　　農業協同組合法第44条第４項の規定により、定款を変更したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　変更に係る新旧条文の抄本
　　(２)　変更理由書
　　(３)　総会又は総代会の議事録の謄本又は抄本
（Ａ４）　　


様式第19号の３（第10条の２関係）
年　　月　　日　　

　　　岩手県知事　様


申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　

信用事業譲渡認可申請書信用事業譲渡認可申請書

　　農業協同組合法第50条の２第３項の規定により、関係書類を添えて、信用事業の全部又は一部の譲渡の認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　理由書
　　２　信用事業の全部又は一部の譲渡を決議した総会又は総代会の議事録
　　３　信用事業の全部又は一部の譲渡の契約書
　　４　農業協同組合法第50条の２第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類
　　５　農業協同組合法第50条の２第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項又は第３項の規定による公告及び催告の状況を記載した書類
　　６　信用事業の一部の譲渡を行った後における組合が子会社等（農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令（平成５年大蔵省農林水産省令第１号）第９条に規定する者をいう。以下同じ。）を有する場合には、当該組合及びその子会社等の収支及び連結自己資本比率の見込みを記載した書類
　　７　当該信用事業の譲渡により当該組合の子会社が子会社でなくなる場合には、当該子会社の名称を記載した書類
　　８　その他参考となるべき事項を記載した書類
（Ａ４）　　


様式第19号の４（第10条の２関係）
年　　月　　日　　

　　　岩手県知事　様


申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　

信用事業譲受け認可申請書信用事業譲受け認可申請書

　　農業協同組合法第50条の２第３項の規定により、関係書類を添えて、信用事業の全部又は一部の譲受けの認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　理由書
　　２　信用事業の全部又は一部の譲受けを決議した総会又は総代会の議事録
　　３　信用事業の全部又は一部の譲受けの契約書
　　４　農業協同組合法第50条の２第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類
　　５　農業協同組合法第50条の２第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項又は第３項の規定による公告及び催告の状況を記載した書類
　　６　信用事業の全部又は一部の譲受け後における当該組合の収支及び単体自己資本比率の見込みを記載した書類
　　６の２　信用事業の全部又は一部の譲受け後における当該組合の事業計画書（信用事業の全部又は一部の譲受け後の事業経営についての基本方針に関する事項、施設の統合整備に関する事項及び信用事業の全部又は一部の譲受けの日を含む事業年度以後３事業年度の事業計画を内容に含むものに限る。）
　　７　信用事業の全部又は一部を譲り受けた組合が当該譲受けにより子会社対象会社（農業協同組合法第11条の64第１項に規定する子会社対象会社をいう。以下同じ。）を子会社とする場合には、当該子会社対象会社に関する農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令第38条第１項第４号に掲げる書類
　　８　信用事業の全部又は一部を譲り受けた組合が子会社等を有する場合には、当該組合及びその子会社等の収支及び連結自己資本比率の見込みを記載した書類
　　９　信用事業の全部又は一部を譲り受けた組合又はその子会社が、当該信用事業の全部又は一部の譲受けにより国内の株式等を合算してその基準株式数等を超えて所有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び業務の内容を記載した書類
　　10　その他参考となるべき事項を記載した書類　　　　　　　　　（Ａ４）　　
様式第19号の５（第10条の３関係）
年　　月　　日　　
　　　岩手県知事　様

届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
信用事業譲渡届信用事業譲渡届
　　信用事業の全部を　　　　農業協同組合に譲渡したので、農業協同組合法第50条の２第７項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　総会の議事録謄本
　　２　譲渡契約書
（Ａ４）　　



様式第19号の６（第10条の４関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
共済事業譲渡（共済契約移転）届
　　共済事業の全部を　　　　農業協同組合に譲渡（共済契約の全部を　　　　農業協同組合に移転）したので、農業協同組合法第50条の４第５項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　総会の議事録謄本
　　２　譲渡・移転契約書
（Ａ４）　　


様式第19号の７（第10条の５関係）
年　　月　　日　　
　　　広域振興局長　様
（岩手県知事）
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
業務報告書提出延期申請書業務報告書提出延期承認申請書
　　農業協同組合法施行細則第10条の５第２項の規定により、業務報告書の提出の延期を申請します。
　１　提出を延期する理由
　２　延期後の提出期限　　　　年　　月　　日
（Ａ４）　　


様式第20号（第11条関係）
年　　月　　日　　
　　　広域振興局長　様
（岩手県知事）
設立する組合の住所　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　
発起人　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（発起人全員が連記してください。）　　
設立認可申請書設立認可申請書
　　農業協同組合法第59条第１項の規定により、関係書類を添えて、設立の認可を申請します。
　備考１　次に掲げる書類を添付してください。
　　　　(１)　定款の謄本
　　　　(２)　事業計画書
　　　　(３)　設立経過報告書
　　　　(４)　設立準備会の議事録の謄本
　　　　(５)　創立総会の議事録の謄本
　　　　(６)　役員の氏名、住所、組合員資格の内容及び経歴の概要
　　　　(７)　農業協同組合連合会の設立の場合にあっては、農業協同組合法第44条第１項第７号の規定による手続を終了したことを証する書類
　　　２　１(３)には、次に掲げる事項を記載してください。
　　　　(１)　発起人の氏名又は名称、住所、農民であることを示す主要事項及び経歴の概要
　　　　(２)　設立目論見書及び設立準備会についての公告事項
　　　　(３)　定款作成委員の氏名及び定款作成の経過
　　　　(４)　定款及び創立総会についての公告事項
（Ａ４）　　



様式第21号（第12条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
（岩手県知事）
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　
解散認可申請書解散認可申請書
　　農業協同組合法第64条第２項の規定により、関係書類を添えて、解散の認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　解散理由書
　　２　最近の財産目録及び貸借対照表（非出資組合にあっては、最近の財産目録）
　　３　代表清算人の氏名、住所及び経歴の概要
（Ａ４）　　


様式第22号（第13条関係）
年　　月　　日　　
　　　　　広域振興局長　様
　　　（岩手県知事）
住　所　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
合併認可申請書合併認可申請書
　　農業協同組合法第65条第２項の規定により、　　農業協同組合と　　農業協同組合との合併の認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　理由書
　　２　合併を決議した総会又は総代会の議事録（農業協同組合法第65条の２第１項に該当する場合にあっては、総会又は総代会若しくは理事会（同法第30条の２第１項の規定に基づき経営管理委員を置く組合にあっては、経営管理委員会）の議事録）
　　３　合併契約書
　　４　農業協同組合法第65条第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類
　　５　農業協同組合法第65条第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項又は第３項の規定による公告及び催告の状況を記載した書類
　　６　総代会で合併を決議した組合にあっては、農業協同組合法第48条の２第１項の規定による通知の状況を記載した書類
　　７　農業協同組合法第48条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録
　　８　合併後存続する組合の定款、信用事業規程、事業計画書（合併及び合併後の事業経営についての基本方針に関する事項、施設の統合整備に関する事項並びに合併の日を含む事業年度以後３事業年度の事業計画を内容に含むものに限る。）、組合員数（農業協同組合連合会にあっては会員数）、出資の総口数及び総額を記載した書面、役員の履歴書、事務所の位置、当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者の当該組合のために特定信用事業代理業を行う営業所又は事務所並びに合併後における収支及び単体自己資本比率の見込みを記載した書面
　　９　合併後存続する組合が当該合併により子会社対象会社を子会社とする場合には、当該子会社対象会社に関する農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令第38条第１項第４号に掲げる書類
　　10　合併後存続する組合が子会社等を有する場合には、当該組合及びその子会社等の収支及び連結自己資本比率の見込みを記載した書類
　　11　合併後存続する組合又はその子会社が、当該合併により国内の会社の株式等を合算してその基準株式数等を超えて所有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び業務の内容を記載した書類
　　12　その他参考となるべき事項を記載した書類　　　　　　（Ａ４）　　
様式第23号（第13条関係）
年　　月　　日　　
　　　　　広域振興局長　様
　　　（岩手県知事）
新設する組合の住所　　　　　　　　　　　
新設する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（設立委員全員が連記してください。）　　
新設合併認可申請書新設合併認可申請書
　　農業協同組合法第65条第２項の規定により、　　農業協同組合と　　農業協同組合との合併の認可を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　理由書
　　２　合併を決議した総会又は総代会の議事録
　　３　合併契約書
　　４　農業協同組合法第65条第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項の規定による公告に係る計算書類
　　５　農業協同組合法第65条第４項において読み替えて準用する同法第49条第２項又は第３項の規定による公告及び催告の状況を記載した書類
　　６　総代会で合併を決議した組合にあっては、農業協同組合法第48条の２第１項の規定による通知の状況を記載した書類
　　７　農業協同組合法第48条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録
　　８　合併により設立される組合の定款、信用事業規程、事業計画書（合併及び合併後の事業経営についての基本方針に関する事項、施設の統合整備に関する事項並びに合併の日を含む事業年度以後３事業年度の事業計画を内容に含むものに限る。）、組合員数（農業協同組合連合会にあっては会員数）、出資の総口数及び総額を記載した書面、役員の履歴書、事務所の位置、当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者の当該組合のために特定信用事業代理業を行う営業所又は事務所並びに合併後における収支及び単体自己資本比率の見込みを記載した書面
　　９　合併により設立される組合が当該合併により子会社対象会社を子会社とする場合には、当該子会社対象会社に関する農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令第38条第１項第４号に掲げる書類
　　10　合併により設立される組合が子会社等を有する場合には、当該組合及びその子会社等の収支及び連結自己資本比率の見込みを記載した書類
　　11　合併により設立される組合又はその子会社が、当該合併により国内の会社の株式等を合算してその基準株式数等を超えて所有することとなる場合には、当該国内の会社の名称及び業務の内容を記載した書類
　　12　その他参考となるべき事項を記載した書類
（Ａ４）　　


様式第23号の２（第14条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　設立する組合の住所　　　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
　　（設立委員全員が連記してください。）　　
合併に併う信用事業規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条第１項の規定により、関係書類を添えて、信用事業規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　信用事業規程の謄本
　　(２)　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　(３)　定款抄本
　　(４)　合併後の経営計画書
　　(５)　信用事業方法書を定めている組合にあっては、当該信用事業方法書の謄本及び議事録の謄本又は抄本
　　(６)　内国為替取引の事業を行う場合にあっては、次に掲げる書類
　　　ア　内国為替取引を行う事務所における信用事業に関する事務の分掌、職制及び職務権限を記載した書類
　　　イ　内国為替取引に係る手数料の実行予定額を記載した書類
　　　ウ　内国為替取引を実施することについての岩手県信用農業協同組合連合会及び農林中央金庫の承諾書（事務所別もの）
　　　エ　岩手県信用農業協同組合連合会による事務補完により内国為替取引を行おうとする組合にあっては、岩手県信用農業協同組合連合会との間の内国為替取引の事務補完に係る契約書の写し
（Ａ４）　　


様式第24号（第14条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
設立する組合の住所　　　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
　　（設立委員全員が連記してください。）　　
合併に伴う共済規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の17第１項の規定により、関係書類を添えて、共済規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　共済規程の謄本
　　２　定款抄本
　　３　設立委員会の議事録の謄本
　　４　合併する各農業協同組合の共済事業実績書
　　５　合併により設立する農業協同組合の共済事業計画の概要
（Ａ４）　　



様式第25号（第14条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
設立する組合の住所　　　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（設立委員全員が連記してください。）　　
合併に伴う信託規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の42第１項の規定により、関係書類を添えて、信託規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　信託規程の謄本
　　２　定款抄本
　　３　設立委員会の議事録の謄本又は抄本
　　４　合併する各農業協同組合の信託事業実績書
　　５　合併により設立する農業協同組合の信託事業計画の概要
（Ａ４）　　



様式第26号（第14条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
設立する組合の住所　　　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（設立委員全員が連記してください。）　　
合併に伴う宅地等供給事業実施規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の48第１項の規定により、関係書類を添えて、宅地等供給事業実施規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　宅地等供給事業実施規程の謄本
　　２　定款抄本
　　３　設立委員会の議事録の謄本又は抄本
　　４　合併する各農業協同組合の宅地等供給事業実績書
　　５　合併により設立する農業協同組合の宅地等供給事業計画の概要
（Ａ４）　　



様式第27号（第14条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
申請者　設立する組合の住所　　　　　　　　　　　
設立する組合の名称　　　　　　　　　　　
設立委員　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（設立委員全員が連記してください。）　　
合併に伴う農業経営規程設定承認申請書
　　農業協同組合法第11条の51第１項の規定により、関係書類を添えて、農業経営規程の承認を申請します。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　(１)　農業経営規程の謄本
　　(２)　総会若しくは総代会又は創立総会の議事録の謄本又は抄本
　　(３)　定款抄本
　　(４)　農業経営計画の概要
　　(５)　前年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書
　　(６)　常時従事する組合員又は組合員と同一の世帯に属する者が３分の１以上であることを証する書類
　　(７)　組合員の総数が、1,200人以下の場合にあっては正組合員の３分の２以上の同意を得たことを証する書類及び正組合員の書面同意書の謄本、1,200人を超える場合にあっては農業協同組合法第11条の50第７項の規定による公告又は通知をしたこと及び同条第８項の規定による反対の意思の通知がなかったことを証する書類
（Ａ４）　　



様式第28号（第15条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農事組合法人定款変更届農事組合法人定款変更届
　　定款を変更したので、農業協同組合法第72条の29第２項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　　（なお、この変更に係る登記は、　　　　年　　月　　日完了しました。）
　備考１　次に掲げる書類を添付してください。
　　　(１)　変更理由書
　　　(２)　変更した定款の新旧条文の抄本
　　　(３)　総会の議事録の謄本又は抄本
　　　２　括弧内は、定款の変更が組合等登記令（昭和39年政令第29号）第３条の規定による登記すべき事項に係る場合のみ記載してください。
（Ａ４）　　



様式第29号（第15条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農事組合法人成立届農事組合法人成立届
　　農事組合法人を設立したので、農業協同組合法第72条の32第４項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　登記事項証明書
　　２　定款謄本
（Ａ４）　　



様式第30号（第15条関係）
農事組合法人調書農事組合法人調書
	名称
	農事組合法人

	住所
	郵便番号
電話番号　　　　　　
（　）　　　　

	事業の種類及び内容
	

	組合員
	人数
	人

	
	戸数
	戸

	常時従事者数
	人

	員外常時従事者数
	人

	払込済出資金
	円

	現物出資の有無及び種類
	有無
	有　・　無

	
	種類
	

	農地等の権利取得に関する事項
	

	給与
	日給
	男
	円
	給与規程の有無（有の場合は、その名称）
	

	
	
	女
	
	
	

	
	月給
	男
	
	
	

	
	
	女
	
	
	

	農業協同組合等への加入の有無
	農協
	有・無（　　　　　農業協同組合）

	
	失保
	有・無

	
	労災
	有・無


　備考１　事業の種類及び内容欄は、田植の共同作業、酪農の協業経営等具体的に記載してください。
　　　２　農地等の権利取得に関する事項欄は、取得した農地等についての所有権又は使用収益権の別並びに当該農地等の地目及び面積を記載してください。
（Ａ４）　　



様式第31号（第15条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農事組合法人解散届
　　農事組合法人を解散したので、農業協同組合法第72条の34第２項の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　解散理由書
　　２　登記事項証明書
　　３　総会の決議による解散にあっては総会議事録の謄本、破産手続開始の決定による解散の場合にあっては破産手続開始決定裁判書の写し
　　４　最近の財産目録及び貸借対照表（非出資農事組合法人にあっては、財産目録）
　　５　清算人の氏名及び住所
（Ａ４）　　



様式第32号（第15条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様
届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
農事組合法人合併届農事組合法人合併届
　　農業協同組合法第72条の35第３項の規定により、農事組合法人を合併したので、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　登記事項証明書
　　２　合併により農事組合法人を設立した場合にあっては、定款の謄本
　　３　総会議事録の謄本又は抄本
　　４　合併後存続する農事組合法人が定款を変更した場合にあっては、変更に係る定款の新旧条文の抄本
　　５　合併契約書
（Ａ４）　　



様式第33号（第15条の２関係）
年　　月　　日　　

　　広域振興局長　様

届出者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　

出資組合（出資農事組合法人）組織変更届

　　出資組合（出資農事組合法人）を組織変更したので、農業協同組合法第73条の10の規定により、関係書類を添えて、届け出ます。
　注　次に掲げる書類を添付してください。
　　１　組織変更計画書
　　２　登記事項証明書
　　３　総会議事録の謄本
（Ａ４）　　


様式第34号（第17条関係）
年　　月　　日　　
　　　岩手県知事　　　　　様
組 合 の 住 所　　　　　　　　　　　　　　　
組 合 の 名 称　　　　　　　　　　　　　　　
請求組合員代表　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（請求同意者　　　　　人）　　
検査請求書
　　農業協同組合法第94条第１項の規定に基づき、　　　　　農業協同組合の検査を申請します。
　１　検査を請求する理由及びその事実
　２　検査の請求に同意した組合員
	住所
	資格
	氏名
	印

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計　　　　　　　　人
	
	うち正組合員　　　　　　　　人準組合員　　　　　　　　人
	


　３　請求日における組合の組合員総数
　　　　正組合員　　　人　　　准組合員　　　人　　　計　　　人
　注　証拠となる書類がある場合にあっては、その原本又は謄本若しくは写しを添付してください。
（Ａ４）　　
様式第35号（第17条関係）
年　　月　　日　　
　　　　　広域振興局長　様
　　　（岩手県知事）
組 合 の 住 所　　　　　　　　　　　　　　　
組 合 の 名 称　　　　　　　　　　　　　　　
請求組合員代表　住　所　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（請求同意者　　　　　人）　　
決議（選挙、当選）取消請求書
　　農業協同組合法第96条の規定に基づき、　　　　　農業協同組合の決議（選挙又は当選）の取消しを請求します。
　１　取消しを請求する理由及びその事実
　２　取消しの請求に同意した組合員
	住所
	資格
	氏名
	印

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計　　　　　　　　人
	
	うち正組合員　　　　　　　　人準組合員　　　　　　　　人
	


　３　請求日における組合の組合員総数
　　　　正組合員　　　人　　　准組合員　　　人　　　計　　　人
　注　証拠となる書類がある場合にあっては、その原本又は謄本若しくは写しを添付してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）　　

様式第36号（第19条関係）
年　　月　　日　　
　　広域振興局長　様

申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
事業計画書提出延期承認申請書事業計画書提出延期承認申請書
　　農業協同組合法施行細則第19条第２項の規定により、事業計画書の提出の延期を申請します。
　１　提出を延期する理由
　２　延期後の提出期限　　　　年　　月　　日
（Ａ４）　　





